
長期修繕計画書 （様式8）

1　修繕費　その1 （単位：千円）
1年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 合計

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1)　炉内台車・台車駆動装置関係

ア　炉内台車フレーム

イ　台車表面耐火材

ウ　台車駆動装置
炉内台車・台車駆動装置関係合計

(2)　主燃焼炉関係

ア　耐火材

イ　断熱材

ウ　セラミックファイバー

エ　断熱扉

主燃焼炉関係合計

(3)　再燃焼炉関係

ア　耐火材

イ　断熱材

ウ　セラミックファイバー

エ　チェッカー（火格子）

再燃焼炉関係合計

(4)　主燃・再燃バーナ関係

ア　着火装置

イ　火炎監視装置

ウ　燃焼制御装置

エ　燃料遮断装置

主燃・再燃バーナ関係合計

(5)　燃焼用空気送風機関係

ア　送風機本体

イ　送風機部品

ウ　インバーター

燃焼用空気送風機関係合計

(6)　排風機関係

ア　排風機本体

イ　排風機部品

ウ　バイパスダクト等

エ　インバーター

排風機関係合計

(7)　煙道関係

ア　再燃炉出口～冷却装置

イ　冷却装置～排気筒

ウ　他系列への連結用ダクト

エ　ダンパー類

煙道関係合計

(8)　排気筒関係

ア　耐火・断熱材

排気筒関係合計

(9)　排ガス冷却器関係

ア　冷却機本体

イ　排ガス接触部

排ガス冷却器関係合計

(10)　冷却用空気送風機関係

ア　送風機本体

イ　送風機部品

ウ　インバーター

冷却用空気送風機関係合計

(11)　集じん灰排出装置関係

ア　排出装置本体

イ　排出装置部品

集じん灰排出装置関係合計

事業年度 実施周
期※1

分類※2
項　目　※3



長期修繕計画書 （様式8-2）

2　修繕費　その2 （単位：千円）
1年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 合計
　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(12)　前室関係

ア　照明灯

イ　照明装置

前室関係合計

(13)　残骨灰吸引設備関係

ア　吸引装置部品

イ　集じん装置部品

残骨灰吸引設備関係合計

(14)　集じん灰吸引設備関係

ア　吸引装置部品

イ　集じん装置部品

集じん灰吸引設備関係合計

(15)　柩運搬車関係

ア　運搬車本体

イ　運搬車部品

ウ　バッテリー充電器

棺運搬車関係合計

(16)　炉内台車運搬車関係

ア　運搬車本体

イ　運搬車部品

ウ　バッテリー充電器

炉内台車運搬車関係合計

(17)　燃料供給設備関係

ア　

燃料供給設備関係合計

(18)　代替燃焼装置関係

ア　燃焼装置部品

代替燃焼装置関係合計

(19)　動力制御盤関係

ア　動力制御盤部品

動力制御盤関係合計

(20)　モニター設備関係

ア　モニター本体

イ　モニター部品

モニター設備関係合計

大規模修繕費合計

3　消耗品費 （単位：千円）
1年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 合計
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1)　消耗品関係

消耗品関係合計

4　保守点検費 （単位：千円）
1年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 合計
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1)　保守点検費関係

ア　火葬炉設備

イ　火葬炉フィルター等の清掃

ウ　環境保全値測定 1件/年

保守点検費関係合計

金額については、税別で記載すること。

※1　実施周期は、期間または火葬を行う体数を単位として記入すること。　ただし、(19)動力制御盤関係、(20)モニター設備関係については、年数を単位として実施周期を記入すること。

※2　分類については、　Ａ：「必ず交換するべき」、Ｂ：「事前交換が望ましい」、Ｃ：「状態により事後交換が可能」　に分けて記載すること。

※3　各項目については、適宜改定し、記載すること。

事業年度 実施周
期※1

分類※2
項　目　※3

事業年度 実施周
期※1

分類※2

事業年度 実施周
期※1

分類※2
項　目　※3

項　目　※3


